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　さまざまな社会的な課題をビジネスの手法で

解決しながら、安定的な事業を展開していく社会

的企業や社会起業といわれる社会性の強い事業

に挑戦する動きに関心が高まってきています。こ

れらの動きを地域社会システムに組み入れ、どう

したら地域の活性化に結び付けていくことがで

きるのか。㈶秋山記念生命科学振興財団のネッ

トワーク形成事業により2008年6月に発足した

「社会起業研究会」の代表でもある釧路公立大

学学長の小磯修二氏にお聞きしました。

――社会的企業や社会起業の動きをどのように

見ていますか。

小磯　医療・福祉問題、環境問題、貧困問題
などの解決、地域再生やまちづくり、地域資源
の活用など幅広い社会的なテーマに対して、民
間企業からＮＰＯ法人、中間法人、個人まで、さ
まざまな形で、奉仕やボランティア活動、あるい
はメセナ活動などといった従来の枠にとどまら
ず、積極的に市場メカニズムの仕組みを活用し、
ビジネス手法を駆使しながら解決していこうと
いう社会的企業を目指す取り組みや社会起業に
向けた動きは、地域の活性化にとっても注目す
べきものです。
　この背景には、政府の構造改革が進む中で、
社会的な問題の処理を政府部門だけに委ねて
おけない状況が生まれてきたことがあります。
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また、世界的な金融恐慌に見られるように、利
益追求に走り過ぎる「暴走する市場」への反省、
さらに偽装事件に象徴される企業の社会的責
任問題などがあります。
　また、社会活動の主体としてＮＰＯシステム
が幅広く定着し、安定的な社会事業活動への
関心が高まってきていることも挙げられるでし
ょう。いずれにしてもソーシャル（社会的）なテ
ーマに企業、ＮＰＯなど幅広い人たちが能動的
に参加し、かかわりを持とうとしてきている流れ
は、これからの健全で持続可能な地域社会形
成にとって大切な動きです。それとともに、この
ような社会的企業や社会起業を目指す動きを地
域の活性化に結び付けて、どのように新しい地
域社会システムを構築していくのかが地域にと
っても大切なテーマになるでしょう。

――社会的企業、社会起業とはどういうもので

すか。

小磯　社会的企業については、明確な定義が
あるわけではありません。ソーシャル・ビジネス
（エンタプライズ）、あるいはソーシャル・ベンチ
ャーなどと呼ばれていますが、地球環境、教育、
貧困、福祉、コミュニティ再生、地域経済の疲
弊など、多くの社会的課題に対してビジネスの
発想、手法で安定的な事業性を保ちながら解
決していこうという取り組みを指します。事業主
体に着目した場合は、一般に社会的企業と呼ば
れ、また事業の主体ではなく、事業を起こす営
みに着目して「社会的起業」あるいは「社会起
業」という言葉が使われているようです。
　社会的企業を事業主体で分類すると大きく三
つの潮流があるように思われます。一つは、非
営利組織であるＮＰＯ法人が安定的な事業運
営を目指していく動きです。従来の奉仕的なボ
ランティア活動にとどまることなく、事業経営の
手法を取り入れて活動していくＮＰＯの動きが
出てきています。例えば、本誌でも紹介している

「ＮＰＯ法人北海道グリーンファンド」は、電力
料金に上乗せして自然エネルギーの普及を図る
仕組みを構築し、さらに市民の出資によって全
国に「市民風車」を11基設置するなど、高度な
事業経営手法によって自然エネルギーの普及と
いう使命を着実に実現、具体化してきています。
　二つ目は、社会志向型企業というべきもので、
当初から社会的な課題解決を目標、ミッション
に掲げて営利組織としての形態で事業会社を
創設していく動きです。イギリスで生まれた「ビ
ッグイシュー」は、ホームレスの人たちに若い世
代のオピニオン誌『THE BIG ISSUE』を販売
する仕事を提供することで、彼らに収入を得る
機会を創出し、ホームレスの人たちの社会復帰
に大きな成功を収め、世界各地にこの動きは広
まっていきました。また、本誌でも紹介してい
る、兵庫県を拠点に活動している「㈱ネイチャ
ースケープ」は、創設時から株式会社の形態で、
自然環境の保全・再生という使命を適切な対
価を得る事業手法で実現してきています。
　三つ目の潮流は、一般の企業が、社会的な課
題の解決に向けて、幅広い社会貢献を行う事
業活動です。近年、企業の社会的責任（ＣＳＲ）
が大きなテーマとなってきていますが、ＣＳＲは
単に法令遵守（コンプライアンス）、リスク管理
や環境配慮という範囲にとどまりません。今や、
社会全体のさまざまな課題に対して、企業の有
する資源を活用しながら解決していくことが企
業の社会的責任として求められてきています。
一方で、経営面からも社会貢献を実践すること
が企業としての質を高め、結果的に市場で企業
価値を高めることになるという認識が次第に浸
透しています。特に、大企業には人材、資金、ノ
ウハウ等が豊富にあり、本来の業務分野で社会
的活動が展開されれば、地域社会に大きな影
響を与えることになります。この動きを地域が
前向きに受け止めて、効果的に連携していけば、
地域の諸問題の解決や地域活力を引き出す機
会にもなることから、しっかり注視していく必要
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があると思います。
　このような事業主体に着目した見方とともに、
事業を起こすという側面からの視点も重要です。
「社会起業」といわれる動きです。社会起業とい
うのは、新しく会社をつくって事業を始めること
だけを指すものではありません。組織の中にいて
も、新たな社会貢献を目指して起業することもあ
ります。また、使命に共感する企業に、積極的に
雇用者として参加することも広い意味での社会
起業と呼んでいいように思います。そこで大切な
ことは、従来の利益重視という姿勢に加えて、社
会に役立つ、社会問題を解決することを重視し
ていこうという考え方が、企業経営の側からも、
雇用される側からも出てきていることです。特
に、雇用の面からは単に収入がいいという理由
よりも、社会的企業でやりがいのある仕事をした
い、あるいは小さくても社会性のある仕事を自分
で起業したいという動きが出てきていることは、
「働く」という社会形態が変化してきていること
でもあります。地域においても、これまでのような
企業からの求人で雇用機会が生まれる図式に加
えて、社会的企業によって能動的に雇用機会を
生み出していく状況が多く出てくれば、地域の活
性化にもつながります。雇用機会に乏しい地域に
とっては、新たな雇用を生み出す動きとして、さら
に新たな産業創出につながる動きとしても注目す
べきでしょう。

――社会的企業が登場した背景には、何か世界

で共通した要因があるのでしょうか。

小磯　ＮＰＯ活動が盛んな米国において、積極
的に事業型のＮＰＯが活動するようになった契
機の一つに、1980年代に入ってのレーガン政権
による小さな政府を目指す政策があります。そ
れまでは、米国ではＮＰＯの資金源は民間から
の寄付金や政府からの補助金、業務委託資金
が主でした。しかしながら、レーガン政権によ
る政府財政支出の緊縮により、補助金、委託金

が大幅に削減され、さらに不況下で寄付金も減
ったことから、ＮＰＯで自立的な収益を目指す
動きが出てきました。例えば、民間からビジネス・
スキルの高い専門家を招くなど、ＮＰＯ活動をビ
ジネスとしてとらえるようになったのです。そこ
では、単に事業収益を目指すという変化にとど
まらず、より自立性の高いＮＰＯ活動を目指す方
向への転換が見られました。それまでは政府
や大企業への批判などの活動が主だったので
すが、自ら対案を示し、それを実践していくこと
により、創造的な社会経済システムをつくり上げ
ていくという使命が加わってきたのです。
　英国においても、'79年に誕生したサッチャー
政権が小さな政府を目指す政策遂行を進め、ボ
ランタリーセクターと呼ばれるＮＧＯ等の市民活
動への助成、支援が削減されていきました。そ
れらの社会的活動団体は、政府部門の民営化
の流れもあり、社会サービスを担う主体として、
政府との委託契約関係で、対価を受け取りなが
ら事業活動を行うようになります。しかし、法
的関係に拘束される活動は、本来のミッション
を保持していくこととの間で問題も抱えるように
なっていきました。一方で、弱者切り捨て政策
で荒廃していく地域コミュニティを住民の力で
復興させる動きが出てきます。さらに、「ビッグ
イシュー」や「ザ・ボディショップ」など世界的
に注目を集める社会的企業が誕生したこともあ
り、英国では次第に社会的企業への関心が高ま
り、政策面では、'01年に政府に社会的企業局
が設置され、社会的企業の活動を積極的に支
援するための取り組みが進められています。

――日本における社会的企業の動きとその背景

も同じようなものですか。

小磯　わが国において社会的企業が注目され
るようになったのは、21世紀に入ってからで、米
国や英国同様に、やはり政府の構造改革政策の
下で行財政のスリム化を目指す動きと連動して
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いるように思います。わが国の背景として特徴
的なのは、'98年の特定非営利活動促進法（Ｎ
ＰＯ法）の施行を契機に、ＮＰＯ法人が多くの
社会的活動の主体として定着してきたことが挙
げられます。’02年３月号の本誌「ＮＰＯのあり
方を考える」の巻頭インタビューの折に、ＮＰＯ
法の制定に深くかかわった日本ＮＰＯセンターの
山岡義典氏（現代表理事）に日本で将来NPO
の数はどれくらい立ち上がるでしょうかという質
問をしたことがありましたが、そのときの山岡氏
の答えは、「全国に10万くらいの任意団体があ
る。（中略）そのうちの１割が法人格を持つと想
定すれば法人数は１万程度がいいところかなと
考えられます」との予測でした。しかし、'08年
末で日本のＮＰＯ法人登録の数はすでに3万を
超えています。これはわが国の社会経済活動の
中で、ＮＰＯという法人格が「活動の器」として
予想以上に定着してきていることを物語ってい
ます。今後は、ある程度ビジネスのノウハウやス
キルを持ったＮＰＯが、事業を安定的に展開し、
社会経済的に大切な役割を担う方向で発展して
いくことが期待されます。
　ところで、わが国では企業による多くの偽装
事件が続きました。自動車メーカーによるリコー
ル隠し、耐震強度偽装事件などが起こり、北海
道でも、雪印乳業の食中毒事件や子会社によ
る牛肉偽装事件に始まって、ミートホープや「白
い恋人」の事件など、北海道の食への信頼が揺
らぐ事件が続きました。このような状況の中で、
企業の社会的な責任とは何かということが真剣
に問われるようになってきたことも社会的企業
の動きに関心が集まってきた背景にあるように
思います。
　さらに、地球温暖化や生物多様性など地球規
模の環境問題に対して、どのように企業が向き合
っていくかが問われるようになってきました。特
に、温暖化問題について、二酸化炭素の排出削
減を排出権取引という市場メカニズムの中で解
決していく手法が広まったことは、社会的な課題

を単に「対処」するのではなく、ビジネスの中に
組み込んで解決していく転機になったように感じ
ています。社会的な課題を事業手法で解決し、
頑張れば利益も得られるという動機付けが生ま
れてきたことの意義は大きいでしょう。
　いずれにしても政府財政の厳しい中で、安易
に困ったから政府に解決を依頼するという図式
が通用しないことは、みんなが分かってきまし
た。一方で、バブル崩壊、その後のＩＴバブルの
崩壊に加え、現下の世界的な金融恐慌など、利
益追求の市場システムのもろさも痛感させられ
ています。このような状況で、従来の政府によ
る公的事業でもなく、民間企業による利益追求
事業でもない、双方の領域を有機的につなぐ社
会性を持った新たな事業主体への期待と関心
が高まりつつあるのは確かです。

――社会的企業の動きは地域にどのような影響

があるのでしょうか。

小磯　社会的企業が担う事業としてどのような
分野が多いかを調査したデータが、'08年4月
に経済産業省が公表した「ソーシャルビジネス
研究会報告書」に示されています。それによる
と、最も多いのが「地域活性化・まちづくり」の
分野で、その後に「保健・医療・福祉」「教育・
人材育成」「環境（保護・保全）」「産業振興」「子
育て支援」「障害者や高齢者、ホームレス等の自
立支援」「観光」と続きます。このように社会的
企業が担う活動分野は、その多くが身近な地域
の問題であることが分かります。しかも、その
多くが地域発展を目指す、前向きな分野が多い
のです。これらは主に行政が担っていたもので
すが、今後地域が自立して活性化を目指してい
くには行政だけに頼ることはできません。社会
的企業の事業活動を有効に活用しながら、他の
取り組みと有機的に連携して、福祉や教育、環
境等の問題を解決し、地域再生を図り、まちづ
くりを進めていくことが必要です。もちろん、そ
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の可能性は十分にあるように思います。
　もともとわが国には社会的企業につながる精
神、伝統があります。例えば、近江商人の「三方
よし」という言葉があります。売り手よし、買い
手よし、世間よしという「三方よし」の理念は、
当事者の売り手と買い手だけでなく、その取り
引きが社会全体の幸福につながるものでなけれ
ばならないという意味で、まさに現在のＣＳＲで
す。全国に商いを展開していた近江商人にとっ
て、もともと何のゆかりもない異国に進出すると
きに大切なことは、人々から信頼を得ることでし
た。それが、「自分の利益だけを考えて一挙に
高利を望むようなことをせず、なによりも行商先
の人々の立場を尊重することを第一に心がける
べき」という経営精神に結実したのです。「企
業は公なり」という意識が古くから培われてい
たといえます。もともと商いというのは地域と密
接にかかわっており、地域の課題を解決してい
く力を兼ね備えてこそ成功するものであったの
です。
　それが次第にグローバル化によって、企業の
活動範囲が地域を離れるとともに、一方で高度
成長に支えられて政府の力もさまざまな分野に
行き届くようになり、本来地域の中でしっかり培
われていた地域社会に対する配慮、貢献の力が
いつの間にかもろくなり、公意識が希薄となっ
てきたともいえます。
　最近、「ソーシャル・キャピタル」という概念
が社会を支えていく力として使われるようになっ
てきました。社会における相互の信頼関係や人
的ネットワークによる協調、連携を深め、活発に
させることが社会の効率性を高め、結果的に経
済力も増していくという考え方ですが、これから
地域活力を高めていく上で大切な視点です。社
会的企業の動きについても、地域全体がうまく
連携、協調して、前向きに受け止めていくことで、
地域にとっても社会的企業にとっても相互に有
効な結果が生まれてくると思います。

――地域の活性化に向けて社会的企業を活用し

ていくにはどのような視点が必要でしょうか。

小磯　今や、地域自らの知恵で地域の活力を
高めていかなければならない時代になっていま
す。次第に地域の格差が拡大し、地方経済の疲
弊が長期化してきている中で、世界的な経済不
況が追い討ちをかけています。大手製造業の地
方からの工場撤退や雇用削減などに見られるよ
うに、外部の資本や政府投資に依存する地域経
済構造のもろさも露呈してきています。このよう
な状況の中で、地域においては自立した、足腰
の強い社会経済構造を改めて構築していく必要
があります。そのためには、地域の持っている
資源、人材を活用して、持続的な経済成長力を
高めていくことが大切です。
　地域の経済成長力とは、経済的な付加価値
を生み出す総合的な力です。地域資源を活用
し、製品化し、販売していく企業力。得た財を
地域に向けて再投資する意欲。それに参加す
る良質な雇用力に加えて、その基盤として、安心
して住み、活動できる環境整備や柔軟な地域
連携システムをつくり、地域コミュニティの力を
高めていくなど、地域が一体となってソフトな力
を高めていくことも大変重要です。このような視
点で見ていくと、社会的企業の動きは、地域の
経済的な成長力、活力を高めていく上で重要な
役割を担っていくことになると思います。
　では、主体別に今後の方向性や課題について
考えていきましょう。
　ＮＰＯについては、公益的な活動の担い手と
して定着してきており、事業型を目指す動きもあ
りますが、年間財政規模は500万円未満が64％
（日本ＮＰＯセンター調べ）と、全体的に活動規
模はまだ小さいものが多いようです。また、事
業型のＮＰＯについても、介護保険制度による
在宅サービス提供など、政府の政策支援資金に
事業財源の一部を頼っていたり、指定管理者制
度を活用した委託契約の形で事業展開してい
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としては福祉介護部門が最も多く、約6割が赤
字あるいは収支ぎりぎりのところで事業を行っ
ており、雇用も不安定など事業経営上の課題は
まだまだ多いようです。しかし、社会的企業が
幅広く展開する萌芽として、住民が主体的に地
域活力創造に向けて取り組むことの意義は大
変大きいと思います。今後はビジネス・スキル等
の支援充実を図っていく必要があるでしょう。
　さらに、一般企業のＣＳＲ活動についても、
今後の地域の課題解決に向けて大きな力にな
り得るものです。ＣＳＲというと法令遵守（コン
プライアンス）や環境配慮の取り組みのように
思われるでしょうが、欧州で始まったＣＳＲの真
の狙いは「持続可能な欧州経済をつくり上げる
こと」でした。利益至上の市場原理では地球も
人間も持続性を維持できない。とはいってもグ
ローバル化した企業活動をもはや政府はコント
ロールできない。そこからは、企業自らが主体
的にＣＳＲにかかわっていくことで持続可能な
社会形成が可能である、という考え方です。政
府の役割の限界をしっかり認識して、それを前
提に企業の役割を遂行し、それが競争力のあ
る企業に発展していくということですから、社
会問題の解決に向けての企業、特に大企業、グ
ローバル企業の役割は非常に重要になってきま
す。単に環境問題だけではなく、幅広い社会問
題に企業活動として積極的にかかわっていくこ
とが、健全な企業活動の基盤を形成していくと
いう時代になってきたのです。
　この潮流を地域政策として受け止めていくこ
とは、これからの大切なテーマです。一般企業
のＣＳＲ活動の力は非常に大きく、それを企業
との連携で有機的に活用していけば、地域の
活力を高めていく上でも有効な手立てになるで
しょう。そのためには、地域の側から積極的に
企業側に対して提案をしていくことが大切です。
地域に密着したニーズを踏まえた質の高い事業
モデルをどこまで提示していけるか、そこでは
地域の提案力が問われることになります。

るケースが多いようです。これらは政府の政策
変更や支援打ち切りによって事業が継続できな
くなるという不安定性があります。やはり、地域
社会のニーズに正面から対応していくためには、
より自立型の事業展開を目指すことが必要でし
ょう。北海道グリーンファンドのように、資金調
達や事業執行について、ＮＰＯ法人の限界を中
間法人制度や株式会社の形態をち密に組み合
わせて克服している先進事例があります。これ
からはＮＰＯについても高度なビジネス手法を
習得していくことが大切で、地域ならではの地
域密着型の事業を知恵と工夫で展開していくこ
とが求められます。それらのノウハウ提供や指
導を自治体政策としても提供し、支援していくこ
とが必要でしょう。
　また、ソーシャル・ベンチャーといわれる社会
的企業の創業については、これから注目される動
きだと思います。ベンチャーの起業精神に、社会
的な使命を実現する思いを融合させることで、高
度な経営戦略、事業戦略に裏打ちされた安定的
な社会的事業展開が期待されます。社会貢献を
目指す高い志を持ちながらも、ビジネスのスキル、
センスには乏しいという人たちが多いのが、これ
までの実態であったと思います。これからは従
来のＩＴやバイオ部門に加えて、より地域に密着
した社会性の強い部門でベンチャーが生まれる
ことを期待しています。そこでの問題は、これま
での産学官連携によるベンチャー支援政策が技
術開発中心であったことです。これからは、社会
的課題の解決に向けたベンチャーの起業、活動
を支援していく産学官連携のスキームを構築して
いく必要があるでしょう。
　一方で、地域内での課題解決に向けた取り
組みとして、住民が主体的に取り組むコミュニテ
ィ・ビジネスの動きがあります。地域における雇
用の確保や公共サービスの補完的役割として大
切な動きですが、'06年10月、北海道経済部が
発表した「コミュニティ・ビジネス等に関するア
ンケート調査結果報告書」によると、事業内容
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――社会的企業や社会起業が「働く」ことの意

味や意義を変えていく時代になっていくのでしょ

うか。

小磯　社会的企業が持つ重要な意義の一つと
して、働くことの意義の変化とそれによる雇用
創出があります。働きがいのある地域社会に変
わることで、地域の元気が出てくる、活力が高
まるとともに、それによって働く機会を自らつく
り出すのです。これまで働くという営みは、「雇
用される」という意識が強かったと思いますが、
それが「魅力ある、やりがいのある仕事をつく
り出す」という意識に変わることで、地域社会に
活気が出てくることになります。さらに、自らの
アイデアと実践力で新たな産業と雇用を積極的
に生み出していけば、質と量の面で、地域社会
の雇用環境が変わることになります。これは雇
用される社会から起業する社会へのダイナミッ
クな転換の動きともいえます。
　人間はもともと仕事を通して社会的存在の自
分を見出していく生き物だといわれています。働
くことは社会的な意味があるのです。しかし、
いつの間にか市場原理の中で、働く時間が我慢
するだけの、お金のために自分を殺して働く時
間になってしまいました。それではどう考えても
つまらない。働くこととは何かということを真剣
に突き詰めていく中で、社会的企業の意味、社
会的に起業していくことの大切さが今改めて見
直されているように思います。
　戦後の経済発展の中で企業は、自らが大きく
なり、売り上げを伸ばし、経済的な発展に寄与
していくことに社会的役割があると長く考えて
きました。その企業で働く人たちの所得と安定
した雇用を維持していけば、企業の役割は十分
にあったという時代が長く続いたのです。しか
し、さまざまな不祥事が起きる中で、企業とは
何かが改めて問われるようになりました。コンプ
ライアンス、環境問題。そこでＣＳＲなどの動き
が出てきたのですが、それは働く側にとってみ

れば、社会的意味のある労働をしたいという要
請、動きでもあります。
　一方で、現在は世界的な金融恐慌の影響で、
雇用環境は大変厳しいものがあります。派遣労
働の打ち切りや雇用調整などの問題が生じてい
ます。地域においても雇用対策が叫ばれるよう
になっています。ただ、そこで大切なことは、そ
の対策が雇用政策という持続的な政策でなけ
ればならないということです。ただ働く機会を
つくればいいという発想だけではいけないと思
います。このような厳しい状況でこそ、地域の課
題をしっかりくみ取り、それを解決しながら、生
活を維持していける雇用を創出する営み、魅力
ある雇用を創出していく取り組みを進めていく
必要があります。そこでは、雇用される社会か
ら起業する社会という動きを地域の中から創出
していくという視点が大切でしょう。
　秋山憲治氏は『誰のための労働か』（学文社、
2004年）で、職業と社会貢献活動を峻

しゅんべつ

別する
のではなく、そこには共通する部分が多く、連
続性があるという興味深い分析をしています。
「職業は本来的に自己の利益にとどまらず、社会
的営みとしての価値を持つにも関わらず、収入さ
え獲得されれば社会的成員として承認され、社
会的に有用な仕事と見なされてしまう」という秋
山氏の指摘は、社会貢献を目指して起業に取り
組む人々の意識を代弁しているようです。
　地域を思い、地域の活性化に志を持って働く
人々が増え、その人たちが社会的企業の活動や
起業に結び付くことで地域の力は強化されてい
くように思います。
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